
○子ども医療費の助成に関する条例施行規則 

昭和４８年３月３１日 

規則第２８号 

改正 昭和４９年８月１７日規則第６５号 

昭和５０年５月９日規則第２７号 

昭和５０年８月１３日規則第４８号 

昭和５１年８月３日規則第５１号 

昭和５８年３月２６日規則第９号 

昭和６０年９月１９日規則第３５号 

平成６年４月１日規則第２３号 

〔題名改正〕 

平成６年７月１２日規則第２９号 

平成７年３月３０日規則第２号 

平成７年６月３０日規則第３４号 

平成８年８月３０日規則第３６号 

平成９年３月２７日規則第９号 

平成１４年９月２７日規則第５６号 

平成１８年３月３０日規則第１９号 

平成１８年６月２７日規則第３９号 

〔題名改正〕 

平成１８年９月２９日規則第４５号 

平成２０年１月２４日規則第１号 

平成２１年３月２６日規則第５号 

平成２１年９月４日規則第２３号 

平成２３年３月２９日規則第１１号 

平成２４年６月２９日規則第３５号 

平成２６年９月３０日規則第４３号 

平成２７年１２月２８日規則第３５号 

平成２８年９月３０日規則第３４号 

〔題名改正〕 

平成２９年７月１０日規則第２５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，子ども医療費の助成に関する条例（昭和４８年徳島市条例第１２号。以下



「条例」という。）の施行に関し，必要な事項を定めるものとする。 

（一部改正〔平成６年規則２３号・１８年３９号・２８年３４号〕） 

（条例第２条第４号の規則で定める法令） 

第２条 条例第２条第４号に規定する規則で定める法令とは，次に掲げる法律とする。 

(1) 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

(2) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

(3) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

(4) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

(5) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

（一部改正〔昭和６０年規則３５号・平成６年２３号・７年２号・９年９号・２０年１

号・２１年５号〕） 

（条例第２条第５号の規則で定める医療） 

第３条 条例第２条第５号に規定する規則で定める医療とは，次に掲げる医療とする。 

(1) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２第２項に規定する小児慢性特定疾病

医療支援，同法第２０条第２項に規定する医療，同法第２４条の２第１項に規定する指定入

所支援，同法第２７条第１項第３号の措置に係る医療又は同条第２項に規定する治療等 

(2) 学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２４条に規定する医療 

(3) 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２０条第１項に規定する養育医療 

(4) 昭和４８年４月１７日衛発第２４２号による特定疾患治療研究事業の対象となる医療 

(5) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）

第３７条第１項各号に掲げる医療，同法第３７条の２第１項に規定する厚生労働省令で定め

る医療又は同法第４２条第１項の規定による療養費の支給の対象となる医療 

(6) 独立行政法人日本スポーツ振興センター法（平成１４年法律第１６２号）に規定する災害

共済給付の対象となる医療 

(7) 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）第５条第１項に規定

する指定特定医療第３条の２各号中「１２歳」を「１５歳」に改める。 

（一部改正〔昭和５０年規則２７号・平成６年２３号・７年２号・９年９号・１８年１

９号・３９号・２１年５号・２６年４３号・２８年３４号〕） 

（条例第４条第１項の規則で定める額） 

第３条の２ 条例第４条第１項の規則で定める額は，病院若しくは診療所等（保険薬局を除く。）

の診療報酬明細書（訪問看護診療費明細書を含む。）又は医療保険各法に定める療養費支給申

請書ごとに，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に掲げる額とする。ただし，医療に関す

る給付に要する費用のうち，医療保険各法の規定により条例第３条に規定する助成対象者が負



担することとなる費用（以下この条において「医療費」という。）の額が，当該各号に掲げる

額に満たないときは，当該医療費の額とする。 

(1) 入院に係る医療費（６歳に達する日の属する月の翌月の初日から１５歳に達する日以後の

最初の３月３１日までの間にある者に係るものに限る。） ６００円 

(2) 通院に係る医療費（３歳に達する日の属する月の翌月の初日から１５歳に達する日以後の

最初の３月３１日までの間にある者に係るものに限る。） ６００円 

（追加〔平成１８年規則３９号〕，一部改正〔平成２３年規則１１号・２４年３５号・

２８年３４号〕） 

（受給者証の交付申請） 

第４条 子ども医療費の助成を受けようとする者は，あらかじめ次の各号に掲げる事項を記載し

た子ども医療費受給者証交付申請書に当該各号に掲げる事項を証する書類を添付して市長に提

出するものとする。 

(1) 対象子どもの住所，氏名，生年月日及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する個

人番号をいう。以下同じ。）（個人番号を有しない者にあっては，住所，氏名及び生年月日） 

(2) 保護者の住所，氏名，生年月日及び個人番号（個人番号を有しない者にあっては，住所，

氏名及び生年月日） 

(3) 保護者の所得及び扶養親族の数 

(4) 対象子どもの医療保険各法による被保険者証，組合員証又は加入者証に記載されている記

号，番号及び保険者名称並びに認定年月日又は資格取得年月日 

（一部改正〔昭和５０年規則４８号・平成６年２３号・９年９号・１８年３９号・２０

年１号・２７年３５号・２８年３４号・２９年２５号〕） 

（受給者証の交付） 

第５条 市長は，前条の規定による申請を行った者が助成対象者であることを確認したときは，

当該申請を行った者に対して，子ども医療費受給者証（以下「受給者証」という。）を交付す

るものとする。 

２ 受給者証の交付を受けた者（以下「受給者」という。）は，受給者証の交付を受けた後，条

例第３条に規定する資格を失ったときは，直ちに受給者証を市長に返還しなければならない。 

（一部改正〔平成６年規則２３号・９年９号・１８年３９号・２７年３５号・２８年３

４号〕） 

（受給者証の再交付申請） 

第６条 受給者は，受給者証を破り，汚し，又は失ったときは，次に掲げる事項を記載した申請

書を市長に提出してその再交付を申請することができる。 



(1) 受給者の氏名及び生年月日 

(2) 対象子どもの氏名及び生年月日 

(3) 再交付申請の理由 

(4) 受給者証の番号 

２ 前項の規定による申請が受給者証を破り，又は汚したことによるものであるときは，同項の

申請書に，当該受給者証を添えなければならない。 

３ 受給者は，受給者証の再交付を受けた後，失った受給者証を発見したときは，直ちに，これ

を市長に返還しなければならない。 

（一部改正〔平成６年規則２３号・９年９号・１８年３９号・２８年３４号〕） 

（受給者証の変更届） 

第７条 受給者は，次に掲げる事項について変更が生じた場合は，１４日以内に変更の事項を明

らかにした届書に，受給者証を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 受給者の氏名及び住所 

(2) 対象子どもの氏名 

２ 市長は，前項の届出があったときは，当該受給者証の記載事項を訂正して速やかに受給者に

返還しなければならない。 

３ 受給者は，受給者若しくは対象子どもの個人番号，受給者の所得の状況若しくは第４条第４

号に掲げる事項について変更が生じた場合又は対象子どもが生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号）による保護を受けることとなった場合は，１４日以内に変更等の事項を明らかにした

届書に当該変更等に係る者の個人番号を記載し，当該変更等の内容を証する書類及び受給者証

を添付して市長に提出しなければならない。 

（一部改正〔平成６年規則２３号・９年９号・１８年３９号・２７年３５号・２８年３

４号・２９年２５号〕） 

（保険医療機関等） 

第８条 条例第６条第１項に規定する規則で定める病院，診療所又は薬局（以下「保険医療機関

等」という。）は，次に掲げるものとする。 

(1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項各号に規定する病院若しくは診療

所又は薬局 

(2) 健康保険法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者 

(3) 前２号に掲げるもののほか，市長が特に認めたもの 

（全部改正〔平成２０年規則１号〕） 

（受療の手続） 

第９条 受給者は，医療を受けようとする際，保険医療機関等に次に掲げる書類を提出しなけれ



ばならない。 

(1) 対象子どもの医療保険各法による被保険者証，組合員証又は加入者証 

(2) 受給者証 

（一部改正〔平成９年規則９号・１８年３９号・２０年１号・２７年３５号・２８年３

４号〕） 

（受給資格の確認） 

第１０条 保険医療機関等は，受給者から診療を求められたときは，その者の提出する受給者証

等によって受給者であることを確かめるものとする。 

（全部改正〔平成２７年規則３５号〕） 

（支払の特例） 

第１１条 市長は，対象子どもが次の各号のいずれかに該当する場合は，当該受給者に対し，子

ども医療費を助成するものとする。 

(1) 徳島県の区域外の医療機関において療養を受けた場合 

(2) 医療保険各法の規定による療養費の対象となる療養，第３条第１号に掲げる小児慢性特定

疾病医療支援，同条第４号に掲げる特定疾患治療研究事業の対象となる医療又は同条第７号

に掲げる指定特定医療を受けた場合 

(3) その他市長が認める療養を受けた場合 

２ 前項の規定により子ども医療費の助成を受けようとする受給者は，子ども医療費助成金請求

書に保険医療機関等が発行する領収書その他市長が必要と認める書類を添付して市長に提出す

るものとする。 

（一部改正〔平成６年規則２３号・７年２号・９年９号・１８年３９号・４５号・２０

年１号・２１年５号・２６年４３号・２７年３５号・２８年３４号〕） 

（第三者の行為による被害の届出） 

第１２条 子ども医療費の助成事由が第三者の行為によって生じたものであるときは，受給者は，

その事実，当該第三者の氏名及び住所又は居所（氏名又は住所若しくは居所が明らかでないと

きは，その旨）並びに被害の状況を，直ちに，市長に届け出なければならない。 

（一部改正〔平成７年規則２号・９年９号・１８年３９号・２０年１号・２７年３５号・

２８年３４号〕） 

（医療台帳） 

第１３条 市長は，受給者について子ども医療台帳を作成し，常に，その記載事項について整理

しておかなければならない。 

（一部改正〔平成６年規則２３号・９年９号・１８年３９号・２０年１号・２８年３４

号〕） 



（書類の様式） 

第１４条 この規則に規定する申請書，受給者証，請求書その他の書類の様式については，市長

が別に定める。 

（追加〔平成６年規則２３号〕，一部改正〔平成９年規則９号・２０年１号〕） 

附 則 

この規則は，昭和４８年４月１日から施行する。 

（一部改正〔平成２１年規則２３号・２３年１１号〕） 

附 則（昭和４９年８月１７日規則第６５号） 

１ この規則は，公布の日から施行し，昭和４９年７月１日から適用する。 

２ 昭和４９年６月以前に受けた医療に係る乳児医療費の支給の制限については，なお従前の例

による。 

附 則（昭和５０年５月９日規則第２７号） 

この規則は，公布の日から施行し，昭和５０年４月１日以後に受けた医療から適用する。 

附 則（昭和５０年８月１３日規則第４８号） 

１ この規則は，公布の日から施行し，昭和５０年７月１日から適用する。 

２ 昭和５０年６月以前に受けた医療に係る乳児医療費の支給の制限については，なお従前の例

による。 

附 則（昭和５１年８月３日規則第５１号） 

１ この規則は，公布の日から施行し，昭和５１年７月１日から適用する。 

２ 昭和５１年６月以前に受けた医療に係る乳児医療費の支給の制限については，なお従前の例

による。 

附 則（昭和５８年３月２６日規則第９号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和６０年９月１９日規則第３５号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の乳児医療費の助成に関する条例施行規則第４条の規定は，昭和６０

年８月１日から適用する。 

３ 昭和６０年７月以前に受けた医療に係る乳児医療費の支給の制限については，なお従前の例

による。 

附 則（平成６年４月１日規則第２３号） 

（施行期日等） 

１ この規則は，平成６年５月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則の規定は，平成６年４月



診療分から適用する。 

附 則（平成６年７月１２日規則第２９号） 

（施行期日等） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則の規定は，平成６年７月

１日から適用する。 

（経過措置） 

３ 平成６年６月以前に受けた医療に係る乳幼児医療費の支給の制限については，なお従前の例

による。 

附 則（平成７年３月３０日規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。ただし，第１４条第１項第２号の改正規定（入院時食

事療養費に係る部分に限る。）は，平成７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則第１４条第１項第２号の

規定（入院時食事療養費の対象となる療養を受けた場合に限る。）は，平成７年４月診療分か

ら適用する。 

附 則（平成７年６月３０日規則第３４号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成７年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成７年６月以前に受けた医療に係る乳幼児医療費の支給の制限については，なお従前の例

による。 

附 則（平成８年８月３０日規則第３６号） 

（施行期日等） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則第４条の規定は，平成８

年８月１日から適用する。 

（経過措置） 

３ 平成８年７月以前に受けた医療に係る乳幼児医療費の支給の制限については，なお従前の例

による。 

附 則（平成９年３月２７日規則第９号） 

この規則は，平成９年７月１日から施行する。 



附 則（平成１４年９月２７日規則第５６号） 

この規則は，平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月３０日規則第１９号） 

この規則は，平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年６月２７日規則第３９号） 

この規則は，平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年９月２９日規則第４５号） 

この規則は，平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１月２４日規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２０年２月１日から施行する。ただし，第２条の規定は，平成２０年３月

１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２０年２月１日前に行われた乳幼児等医療に係る費用の支払の請求については，なお従

前の例によることができる。 

附 則（平成２１年３月２６日規則第５号） 

この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年９月４日規則第２３号） 

この規則は，平成２１年１１月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２９日規則第１１号） 

この規則は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年６月２９日規則第３５号） 

この規則は，平成２４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２６年９月３０日規則第４３号） 

この規則は，平成２７年１月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２８日規則第３５号） 

この規則は，平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年９月３０日規則第３４号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の乳幼児等医療費の助成に関する条例施行規

則第５条第１項の規定により交付された乳幼児等医療費受給者証は，当該乳幼児等医療費受給



者証の有効期間が満了する日までの間は，この規則による改正後の子ども医療費の助成に関す

る条例施行規則（次項において「改正後の規則」という。）第５条第１項の規定により交付さ

れた子ども医療費受給者証とみなす。 

（準備行為） 

３ 改正後の規則第５条第１項の子ども医療費受給者証の交付及びこれに係る手続その他この規

則を施行するために必要な行為は，この規則の施行の日前においても行うことができる。 

附 則（平成２９年７月１０日規則第２５号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

 


